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 近年断層変位の影響を考慮した道路橋の耐震設計の必要性が強く認識されるようになった．そこで本

研究では，橋梁の支点部分に残留変位の異なる変位波形を入力する方法により,断層変位と慣性力を同時

に橋梁モデルに作用させた時刻歴応答解析を行い，断層直上の橋梁の耐震挙動を把握した．断層変位を

考慮せずに設計された道路橋である中路式鋼アーチ橋のモデルを用いて，断層変位の影響による損傷の

具合を把握した後に，いくつかの耐震補強対策案を検討し,応答ひずみ低減効果によりそれぞれの対策案

に対する有効性を調べた．鋼アーチ橋の地震応答解析において有効とされている履歴型ダンパーの一種

で軸降伏型である座屈拘束ブレースの設置と損傷が激しい部材における断面剛性の変更(板厚の増厚)を

試み，その効果を検討した． 
 

 Key Words : Hal f-through steel arch bridge, fault displacement, seismic behaviors,  
nonlinear dynamic analysis, seismic retrofitting 

 
 
 

１．はじめに 
 
土木構造物に対して，現状の耐震設計基準では，

地震動に対する橋の耐震性を照査する規定のみで断

層変位に対する照査法の規定はなく，断層変位の影

響を耐震設計に取り入れている設計事例はほとんど

ない
1)
．しかし近年，諸外国において地震時に発生

する断層変位により土木構造物が被災した事例が相

次いで報告されている 2)-4)．例えば，1999 年に発生
したトルコ・コジャエリ地震や台湾・集集地震では ,
それぞれ水平方向に 4～5m 程度 ,および鉛直方向に
最大 9～10m 程度に達する断層変位が地表面に出現
し ,断層による永久変位が原因となって道路橋を含
む多くの構造物が被災した．道路橋のようなネット

ワーク型交通系のライフラインの宿命として，これ

らの断層をどこかで必ず横切らなければならず ,そ
のため近年断層変位の影響を考慮した道路橋の耐震

設計の必要性が強く認識されるようになり，断層変

位に対する耐震設計法も求められつつある
5)-6)
． 

断層変位の影響を受ける橋梁の挙動分析方法とし

ては,橋梁架橋地点の直下に断層が存在し ,その断層
が動くことで支点部分を含む地盤が変位することか

ら ,支点部分に静的に強制変位を作用させる解析方
法が多くとられてきた 7)．ただし,この方法では地盤
振動によって生じる慣性力の影響が考慮されていな

いため，実際の挙動とは異なる可能性がある． 

そこで，本解析では橋梁の支点部分に残留変位の

異なる変位波形を入力する方法により,断層変位と
慣性力を同時に橋梁モデルに作用させた時刻歴応答

解析を行い，断層直上の橋梁の挙動を把握する方法

を用いることとした
8)
．まず，断層変位を考慮せず

に設計された道路橋である中路式鋼アーチ橋を基に

作成したモデルを用いて，断層変位の影響による損

傷の具合を把握した．そして，いくつかの耐震補強

対策案を取り入れた新しいモデルを作成し ,応答ひ
ずみ低減効果によりそれぞれの対策案に対する有効

性を調べた．最後に，耐震補強対策方法としては，

従来の鋼アーチ橋の地震応答解析において有効とさ

れている履歴型ダンパーの一種で軸降伏型である座

屈拘束ブレースの設置，損傷が激しい部材における

断面剛性の変更 (板厚の増厚)を試みた． 
 
 
２．解析概要 
 
(1) 静的・動的解析の概要 
 本研究における解析は，①静的解析(弾性域 )におけ
る自重解析，②強制変位波形による時刻歴応答解析，

③強制変位による静的解析(非弾性 )として実施した．
自重による初期断面力を考慮する必要があるため ,
事前に自重解析を行ない，その結果を次の時刻歴応

答解析に引き継ぐこととした． 
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時刻歴応答解析の方法は ,残留変位の異なる変位波
形を橋梁モデルの両端の支点に入力する時刻歴応答

解析の 1パターンのみである．使用した解析ツール
は汎用解析プログラム TDAPⅢである 9)

．数値計算法

は直接積分法とし，積分手法は Newmarkβ法 (β
=0.25)も用いた．また減衰は Rayleigh 減衰とし，後
で述べる固有値解析の結果から得られる固有振動数

により計算した． 
 
(2) 解析対象橋梁 
 中路式鋼アーチ橋の構造の違いによる挙動特性へ

の影響を調べるため，ここでは２つの橋梁を解析対

象とした．対象橋梁はそれぞれ昭和 55年および平成
2 年の道路橋示方書により設計された中路式鋼アー
チ橋 (一等橋)であり，重要度はＡ種で 1種地盤に建設
されている．表 -1に設計条件，図 -1に正面図を示し
た．モデルＡは橋長 139m,支間割 16.5m＋ 106m＋
16.5mであるのに対し ,モデルＢ  は橋長 193m,支間割
17.5m＋168m＋6.35m と長スパン橋梁である．図 -2
にはモデル化した橋梁のそれぞれの全体図および平

面図を示しているが，モデルＢでは橋梁の左右を対

象にするために，橋長 193m,支間割 17.5m＋168m＋
17.5m とした．両モデル共に床版は鉄筋コンクリー

ト床版 ,舗装はアスファルト舗装を用いている．部材
の断面はモデルＡではアーチリブ，補剛桁，及び支

柱は補剛箱型断面であり，縦桁，横桁，補剛桁横構，

及びアーチリブ横構は I型断面部材で構成されてい
る．また，モデルＢではアーチリブ及び端支柱が補

剛箱型断面であり，その他はすべて I型断面部材で
構成されている．使用鋼種は両モデルとも SM490Y 
(降伏応力σy=355[MPa]，ヤング率 E=206 [ GP a]，ポ
アソン比ν=0. 3)および SS400 (降伏応力σy  = 235 
[MP a]，ヤング率 E=206[GP a]，ポアソン比ν=0.3)で
ある．橋梁のモデル化については，文献 10)や 11)を
参考にして行った．また，鋼材の材料構成則は，２

次勾配をＥ/100とするバイリニア型(弾性係数は 2.06
×105N/mm2)で移動硬化則に従うものとした．RC 床
版の材料構成則は ,コンクリート標準示方書で与え
られる材料構成則(設計基準強度σc k=30N/mm2)を使
用した． 

 
(3) 固有値解析結果 
モデルＡとモデルＢの固有値解析結果を表 -2に示
した．表中のX，Y，Zは図 -2で示した座標の方向と
同一である．各方向の有効質量比が最も高い次数が

卓越するモードで，橋軸直角方向 (Y軸方向 )において

表 -1 設計条件 
 対象橋梁Ａ  対象橋梁Ｂ  

橋長 140m 203m 
支間割  16.5m+106.0m+16.5m 17.5m+168.0m+6.35m 
有効幅員  車道7.00m 歩道 3.00m 車道5.50m 歩道2.5 0m 

床版 鉄筋コンクリート床版
(t=20 0mm) 

鉄筋コンクリート床
版(t=18 0mm) 

舗装 ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装(車道
t=70 mm歩道 t=30mm) 

ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装(車道 t=60  
mm 歩道 t=69～125mm) 

設計水平

震度 
橋軸方向 Kh=0.25  
直角方向 Kh=0.22  

Kh=0.17 

適用基準  道路橋示方書･同解説  
(日本道路橋協会)S55  

道路橋示方書･同解説  
(日本道路橋協)H2.2  

 

 (a )対象橋梁Ａ 
 

 (b)対象橋梁Ｂ 
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図 -1 対象橋梁の正面図 (mm) 
 

図 -2 解析モデル図 
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表 -3 許容ひずみの設定 は両モデルとも2次と5次のモードが卓越する変形モ
ードとなっていることがわかる．また，橋軸方向(X
軸方向)に関しては，モデルＡでは１次と４次で卓越
しているのに対し ,モデルＢでは１次と３次で卓越
している．しかし，最も卓越しているモードに着目

すると両モデルとも１次モードであった．固有周期

については，モデルＡでは橋軸方向の卓越周期が

0.906sec，橋軸直角方向の卓越周期は0.549sec及び
0.266secであった．また，モデルＢでは橋軸方向が
1.66sec，橋軸直角方向が0.954secであった． 
 
(4) 断層変位を考慮した地震波入力解析 
本解析では，図 -3に示すようにアーチの中央下に
断層が存在し，地震発生後左右の支点間に断層変位

が生じる状況を想定した．左右の支点に残留変位の

異なる変位波形をそれぞれ入力することにより，解

析終了時に 2つの変位波形の相対差が断層変位量と
して生じるようにした．この解析手法は同じ加速度

波形から作成した 2波を選択しているので，橋梁モ
デルに一様時刻歴加速度と支点間の強制相対変位が

作用した状態を想定していることとほぼ等価になる．

なお，厳密には 2つの変位波形から作成した加速度
は若干異なるため，一様加速度とは言えない．  
用いる変位波形としては，断層変位が生じた近年

の代表的な地震である，1999年台湾・集集地震にお
ける TCU068観測点での EW 成分を用い，その加速
度波形を図 -4 に示す．これを時間積分して得られる
変位波形 TCU068EW2-3， TCU068EW2-5 および 
TCU068EW2-6を図 -5(a)に示した．これらの変位波形
は文献 12)，13)を基に作成されたものであり，基線
補正の時間領域 tのパラメータを変えることにより，
残留変位の異なる変位波形を算出している．各変位

波形の相対変位量を図 -5(b)に示す．動的強制変位解
析において，断層変位量と橋梁モデルの損傷の程度

を比較するために，ここでは相対変位量が約 1ｍ，2
ｍ，3ｍとなるように変位波形を選定し，動的解析を
行うものとした．また，入力方向としてはアーチの

開閉方向 (橋軸方向)および橋軸直角方向とした．鉛直
方向については既往の静的強制変位解析結果より，

断層変位による影響が橋軸方向および橋軸直角方向

に比べ少ないため，ここでは検討しないものとした． 
 
(5) 耐震性能照査について 
性能照査型の耐震設計を行うにあたり，中路式ア

ーチ橋の耐震設計事例は少なく，各部材の照査指標

については明確な規定化に至ってないのが現状であ

る．よって本検討では，主要部材について塑性化率

の形 (ε/εy)でまとめることで，耐震性能の検討を行っ
た．応答ひずみの ε は着目する主要部材における断
面の全ファイバーの最大ひずみ(引張側 )と最小ひず
み (圧縮側 )を抽出することとした．また，鋼・合成構
造標準示方書 14)では部材健全度及び限界値の例が紹

介されており，大損傷時における鋼アーチ橋の部材

健全度は主要部材が軽微な損傷，2 次部材が大きな
損傷としており，表 -3 のようになる．そこで応答ひ
ずみによる検討では降伏ひずみ εyおよび降伏ひずみ

の 2倍である 2εyとの比較・検討を行うこととした．

なお，２次部材については終局ひずみ εuを用いるこ

とが考えられるが，ここでは耐震性能の検討してい

ないので省略した．今後の課題と思われる． 
 
３. 断層変位を考慮した解析結果と考察 

 
(1) モデルＡの動的解析 
 
a) 部材の塑性化状況 
 図 -6は，モデルＡに対して断層変位量が約1ｍ，2
ｍ，3ｍ生じる動的強制変位解析の結果で，断層変位

照査部位 許容ひずみ 
アーチリブ 2εy 
補剛桁 2εy 
支柱 2εy 

2次部材，その他 ― 
 

次数 
固有振動数 

(Hz) 

固有周期 

(sec) 

有効質量比 

X Y Z 

1 1.1038 0.90593 39 0 0 

2 1.8226 0.54866 0 37 0 

3 3.2313 0.30948 0 0 0 

4 3.5552 0.28128 11 0 0 

5 3.7638 0.26569 0 40 0 

6 4.1324 0.24199 0 5 0 

7 4.3546 0.22964 0 0 0 

8 4.594 0.21767 0 0 40 

9 5.1533 0.19405 0 0 15 

10 5.6619 0.17662 0 1 0 

 

次数 
固有振動数 
(Hz) 

固有周期 
(sec) 

有効質量比 

X Y Z 

1 0.60185 1.6615 35 0 0 

2 1.0481 0.95409 0 60 0 

3 2.1154 0.47272 10 0 0 

4 2.218 0.45085 0 0 0 

5 2.4511 0.40797 0 19 0 

6 2.5008 0.39987 0 0 13 

7 3.3621 0.29743 0 0 36 

8 3.5564 0.28119 0 0 0 

9 4.2778 0.23377 0 0 0 

10 4.6055 0.21713 1 0 0 

 

(a)モデルＡ (b)モデルＢ 表-2 固有値解析結果 
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が生じる方向と塑性化部材数を表した図である．橋

軸直角方向に断層変位が生じる場合，変位量1ｍでは
塑性化部材が確認されなかったが，断層変位量が2
ｍ以上になると塑性化部材数が著しく増えているこ

とがわかる．橋軸方向においては，断層変位量が1
ｍの時点で多くの部材が塑性化しており，変位量2
ｍ，3ｍの場合でも橋軸直角方向よりも多くの部材が
塑性化した．このことから，橋梁を架設する際，計

画地に断層が確認されている場合には，断層との交

差角を考慮した計画・設計を行う必要があると考え

られる． 
図 -7に各方向の塑性化部材位置を示す．図中の赤
で示している部材が塑性化判定された部材である．

橋軸方向については 1ｍの場合，橋軸直角方向につ
いては 1ｍでは塑性化部材が見られなかったため 2
ｍの場合の塑性化部材位置を表している．この図よ

り，橋軸方向に断層変位が生じる場合，アーチリブ

と補剛桁の交差部及び端支柱との結合部付近の補剛

桁から塑性化していることがわかる．また橋軸直角
方向に断層変位が生じる場合，補剛桁との交差部付

近におけるアーチリブ横構および端支柱が初めに塑

性化していることがわかった． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

b) 主要部材の最大・最小塑性率 
図 -9と図-10は，橋軸及び橋軸直角方向の主要部材
における最大・最小塑性率を示す．図中に示されて

いる黒色破線は ε/εy=1，黒色実線は ε/εy =2を表して
いる．また，各図の横軸の要素番号は図 -8 に示す位
置の要素番号であり，アーチリブは 1000～1310，補
剛桁は 2000～2310，支柱は 8000～8100 である．な
お，各部材の要素番号は 10ずつ増やしている．図－
9 の橋軸方向の動的強制変位解析では，左側がアー
チの閉じる方向，右側がアーチの開く方向を示して

いる．図からわかるように，アーチリブと補剛桁と 

アーチの開閉 
(橋軸方向)  

橋軸直角方向  

(断層部) 

図 -3 変位波形の入力方向 

20 30 40 5 0 60 70 80

-4 00

-2 00

0

20 0

40 0

[gal]

時間 [s ec]

E
W
加
速
度
成
分

20 30 40 50 60 70 80-1 20 0

-1 00 0

-8 00

-6 00

-4 00

-2 00

0
[cm ]

時間[s ec]

TC U0 68 EW2 -3
TC U0 68 EW2 -5
TC U0 68 EW2 -6

絶
対
変
位

20 30 4 0 50 6 0 70 800

10 0

20 0

30 0

40 0 [cm ]

時間 [s ec]

E W5と 6 (96 . 2 cm )
E W3と 5(20 1. 9cm )
E W3と 6(29 8. 1cm )

相
対
変
位
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図 -5 変位波形 

図-4 集集地震加速度波形 

(a ) 直角 2m 

(b) 閉じる 1m 

(c) 開く 1m 

図 -7 塑性化部材の位置図 

図 -6 断層変位量と塑性化部材数 
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図 -9 モデルＡにおける橋軸方向の最大・最小塑性率と変形図 

(d)静的解析による変形図(3m) 
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図 -8 モデルＡの主要部材の部材番号 
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図 -10 モデルＡにおける橋軸直角方向の最大・最小塑性率と変形図 
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の交差部および端支柱との結合部付近の補剛桁にお
いて，大きな塑性率が生じている．アーチリブ・補

剛桁では 1ｍの断層変位で既に塑性化しているのに
対し，支柱では 3ｍの断層変位が生じたときに端支
柱が塑性化した．橋軸方向に断層変位が生じた場合，

アーチが閉じる方向と開く方向では引張と圧縮が逆

になったが，塑性率にはあまり差が見られなかった．

またアーチリブでは，補剛桁との交差部に最も大き

なひずみが生じているが，補剛桁ではアーチリブと

の交差部に大きなひずみが生じているものの，端支

柱との結合部分にはさらに大きなひずみが発生した．

アーチリブおよび補剛桁におけるひずみ分布は，静

的に強制変位を作用させた場合と同様な分布を示し
ていることから，似たような変形が生じたと考えら

れる．図 -9(d)は，静的強制変位解析によるアーチが
閉じる方向に 3ｍの断層変位が生じた場合の変形図
である．これより，補剛桁の中央部が大きく盛り上

がるように変形していることから，アーチリブと補

剛桁の交差部付近では大きな曲げ変形による圧縮ひ

ずみが発生し，端支柱との結合部分では，アーチリ

ブとの交差部へ部材が引張られたことによる引張ひ

ずみが発生したことがわかる．特に，端支柱との結

合部付近の補剛桁は，断層変位量が 1ｍ生じた場合
で既に 2εyを大きく上回っており，この部分を中心に

断層変位対策が必要と思われる． 
橋軸直角方向に断層変位が生じた場合（図－10），
主要部材における塑性化率は，アーチリブ，補剛桁，

支柱すべてにおいてモデルの左右で圧縮と引張が対

称になるようなひずみの分布がみられた．また，各

部材とも断層変位量が 3ｍに達した時に塑性化部材
が確認されたが，2εyを越えるような大きな塑性率が

生じる部材はなかった． 
 
(2) モデルＢの動的解析結果 
 図 -11は，モデルＢに断層変位量が1ｍ，2ｍ，3ｍ
になる動的強制変位解析を行い，断層変位が生じる

方向と塑性化部材数を表した図である．橋軸直角方

向の場合，変位量が 3ｍの場合でも塑性化部材は見
られなかった．また，橋軸方向において 1ｍの断層
変位量ではモデルＡに比べて塑性化部材数が非常に

少なく，アーチスパンが長いことが影響したと思わ

れる．しかし，橋軸方向に断層変位が 2ｍ生じた場
合に塑性化部材数が著しく増加し，モデルＡとほと

んど同じ部材数が塑性化した．図に示してないが，
橋軸方向に断層変位 3ｍが生じた場合，モデルＡと
違い端支柱との結合部付近における補剛桁の塑性化

部材は確認されなかった． 
図 -12は主要部材の最大・最小塑性率を示した．部
材番号付けは，アーチリブが 1000～1310，補剛桁が
2000～2410，支柱が 8000～8140である．アーチが閉
じる方向に断層変位が生じた場合，図-12(b)の補剛桁
における最大・最小塑性率より，アーチリブとの交

差部において，モデルＡ同様大きな圧縮ひずみが発

生しているが，端支柱との結合部においてそれを越

えるような大きな引張ひずみは生じなかった．また，

アーチリブでは補剛桁との交差部よりも，基部の方

が大きなひずみが生じる結果となり，引張と圧縮の

差はそれほどない結果となった．支柱についてはモ

デルＡと端支柱の設置位置が異なるが，両モデルの
端支柱の塑性率は同様の値であった．アーチが開く

方向に断層変位が生じた場合は ,閉じる方向に生じ
た場合と圧縮・引張の方向が変わったが応答の絶対

値としては変化が認められなかった． 
 
(3) 動的解析結果のまとめと考察 
 モデルＡでは橋軸方向に 1ｍ，橋軸直角方向に 3
ｍに断層変位が生じた場合に塑性化部材が確認され，
同じ断層変位量ではモデルＢでは塑性化部材がほと

んど確認されなかった．モデルＢはモデルＡに対し

て，アーチ支間が約 1.58倍であることから，スパン
長と生じる断層変位の割合では，モデルＡに対する

2ｍとモデルＢに対する 3ｍがほぼ一致すると考えら
れる．塑性化部材数に着目すると，図 -6 及び図 -11
よりモデルＡ  に橋軸方向 2ｍの断層変位が発生した
場合，アーチが閉じる方向・開く方向ともに 40ヵ所
の部材が塑性化した．モデルＢで橋軸方向 3ｍの断
層変位が生じた場合，アーチが閉じる方向では 42ヵ
所，開く方向では 44ヵ所の部材が塑性化しているこ
とがわかる．このことから，橋軸方向に断層変位が
生じる場合，断層変位量とアーチスパン長の比が同

じであれば塑性化部材数もほぼ同等の値になると考

えられる．しかし，橋軸直角方向に断層変位が生じ

た場合，モデルＡの塑性化部材数 16ヵ所に対しモデ
ルＢでは塑性化部材が確認されなかったことから，

断層変位量とアーチスパン長の比が同じであっても，

全体的な構造諸元の違いが損傷の程度に影響してい

ると考えられる．また，全体的な構造形式の違いに

ついては，アーチリブおよび補剛桁の塑性率分布に

も影響が表れた．特に，補剛桁において，モデルＡ

では端支柱との結合部で最もひずみ塑性率が卓越し

ていたが，モデルＢではアーチリブとの交差部にの
みひずみ塑性率が卓越する結果となった．しかし，

モデルＡとモデルＢでは端支柱の設置位置が違うだ

けでなく，橋長やアーチリブ横構など構造形式の全

体的な違いが影響していることも考えられる．よっ

て，中路式鋼アーチ橋の断層変位に対する耐震補強

対策を検討する場合，端支柱の設置位置の違いのみ

による全体挙動への影響も考慮する必要があると考

えられる． 

図 -11 断層変位量と塑性化部材数 



 

7  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

４. 耐震補強対策方法の概要 
 

(1) 断層変位を考慮した耐震補強の概要 

 3 章の結果より，損傷の激しかったモデルＡを対
象モデルとし，アーチの開閉方向 (橋軸方向)には断層
変位量1ｍ，橋軸直角方向には断層変位量3ｍを与え
て比較した．また，耐震対策方法として座屈拘束ブ

レース材の設置，部材剛性の変更 ,端支柱の有無の 3
種類を導入した補強モデルを作成し，断層変位を考

慮した動的解析の応答ひずみの低減効果から，それ

ぞれの耐震補強方法の有効性を検討した． 
 
a) 座屈拘束ブレース材の設置 
 既往の研究 10)より，鋼アーチ橋の地震に対する耐

震性を向上に履歴型ダンパーの設置が有効性が報告

されている．そこで履歴型ダンパーの一種である座

屈拘束ブレース (BRB)を使用することにした．アーチ
リブ横構 (S S400)を対象にして BRB の断面を文献 9)
を参考にして決定した．得られた断面積等を表 -4 に
示した． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
また，BRBは軸力部材として両端をピン結合でモ
デル化した．構成則は図 -13に示すようなバイリニア
型を用い，ヤング率 E’ =213GPa，塑性域での 2次勾
配は E’/60とした．BRBの設置箇所は現橋において
損傷の激しかった補剛桁とアーチリブの交差部・端

支柱と補剛桁の結合部付近の横構を基準に，様々な

設置パターンを検討した結果，アーチリブ基部への

設置が塑性化部材数の減少に最も影響がみられた．

BRB の設置箇所を図 -14 に示すが，図中の太線で示
している箇所が BRBの取り付け位置である．以下，
これを BRBモデルとする． 
 
 

表 -4 座屈拘束ブレースの断面積 

 
降伏応

力 [MP a] 断面積 [cm2]  降伏軸力[kN] 

基本モデル  235 203.700 5,900 
BRBモデ
ル 235 60.000 1,410 

図 -13 座屈拘束ブレースの構成則 図 -14 座屈拘束ブレースの設置位置 
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(a)アーチリブ (b)補剛桁 

(ⅰ )アーチが閉じる方向 
 

(ⅱ )アーチ開く方向 

(c)支柱 

図 -12 モデルＢにおける橋軸方向の最大・最小塑性率 
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b) 部材剛性の変更  
動的解析結果より橋軸方向への断層変位が生じた 
場合，補剛桁の中心部が大きな曲げ変形が生じ，部

材が曲げ応力を受けていることが考えられる．そこ

で，部材の曲げ剛性を上げるために，部材の断面 2
次モーメントが 2倍になるように部材板厚の増厚を
行い，部材剛性の変化させた．部材剛性の変更箇所

は，ひずみが卓越するアーチリブと補剛桁の交差部
および補剛桁と端支柱の結合部とした．表 -5 に板厚
変更をした箱型断面部材の断面寸法を示す．以下こ

れを増厚モデルとよぶ． 
  
c) 端支柱の有無 

モデルＡとモデルＢではアーチリブ基部における

端支柱の有無により，ひずみの分布に違いが表れた．
しかし，モデルＡとＢではアーチスパン長の違いだ

けでなく，アーチリブ横構の設置状況や，補剛桁の

断面形状など異なる点が多いため，単なる端支柱の

有無による違いとはいえないことも考えられる．そ

こでモデルＡにおいて，アーチリブの端支柱を撤去

した場合の全体挙動への影響を調べることとした．

図 -15に端支柱撤去前と撤去後の全体図を示すが．以
下このモデルを端支柱モデルとよぶ． 
 
(2) 耐震補強対策後の動的解析結果と考察 

a) 塑性化部材数および塑性化部材位置の変化 
 耐震補強対策の 3モデルについて，動的強制変位
解析を行った．補強前との塑性化部材数の変化を図

-16に示す．橋軸直角方向への動的強制変位解析では
どの対策モデルでも塑性化部材数の減少が見られた．

図 -17 では塑性化した部材の位置を赤線で示してい
るが，図 -17(a)(b)に着目すると，BRB モデルおよび
増厚モデルでは補剛桁において塑性化した部材がな 

 
 
 
 
 
 
 
 

いことがわかる．また，図 -17(a)ではアーチリブの横
構が塑性化しているが，これらは座屈拘束ブレース

を導入した個所であるので，これらの座屈拘束ブレ

ースを除くと塑性化部材数が 10となり，大幅に減少
したことになる．次に，端支柱モデルでは塑性化部

材は減少しているものの，その他の方法に比べてア

ーチリブおよび補剛桁の塑性化部材が多い．特にア

ーチリブでは，補剛桁との交差部だけでなく，アー
チリブ基部まで塑性化しており，端支柱がなくした

ことにより応力が基部に分散したと考えられる．ま

た，支柱の塑性化部材数はどの方法でもあまり変化

していないことが図からわかった．なお，橋軸方向

への動的強制変位解析では，端支柱もでるのみが，

塑性化部材数を大幅に減らすことができた． 

表-5 断面寸法変更 (単位 mm) 

部材 位置  フランジ幅  フランジ板厚  ウェブ幅  ウェブ板厚 

補剛桁  

端支柱との 
結合部  

現橋 100 1.4 120 1.2 
変更後  100 1.4 120 5.6 

アーチリブとの  
交差部  

現橋 100 1.6 120 1.2 
変更後  100 1.6 120 5.6 

アーチリブ  補剛桁との 
交差部  

現橋 91.2 1.4 151.4 1.2 
変更後  91.2 1.4 151.4 5 

 

(a) 端支柱撤去前 

(b) 端支柱撤去後 

図 -15 端支柱撤去前後の変化 

図 -16 塑性化部材数の変化 

(a) BRBモデル 

(b) 増厚モデル 

(c) 端支柱モデル 

図 -17 塑性化部材位置 (橋軸直角方向3m) 
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b) 主要部材における最大・最小塑性率の変化 
 
耐震補強後の橋軸方向への動的強制変位解析によ

る最大・最少塑性率の結果を主要部材ごとに図 -18に
示した．BRBモデルでは，アーチリブ，補剛桁およ
び支柱の全ての部材において塑性率の違いが表れず，

橋軸方向に生じる断層変位に対しては全く効果がな
かった．増厚モデルは，アーチリブでは補強を行っ

た補剛桁との交差部付近では塑性率が小さくなって

いるが，その他の箇所では塑性率が大きくなった．

なお，最大ひずみは現橋よりも小さくなった．補剛

桁でも同様に補強していない箇所での塑性率が大き

くなったが，最大ひずみは現橋よりも小さくなった．

しかしながら，今回基準に定めた 2εyを端支柱との結

合部付近で越えていることがわかる．また，端支柱

との結合部にある補剛桁を補強したため，端支柱が

受ける応力が大きくなり εyを越え塑性化しているこ

とがわかる．よって部材剛性を変更した部材では塑

性率の軽減が期待されるが，その他の部材の塑性率
は大きくなることに注意が必要である．そして，端

支柱モデルの場合，アーチリブでは開く方向に断層

変位が生じたときに，塑性化部材が確認されたが極

めて εyに近い値であった．また，補剛桁では最大塑

性率が表れていた端支柱との結合部における塑性率

が著しく低下した．アーチリブとの交差部において

も εyを越えているが現橋に対して塑性率が減少して

おり，もうひとつの基準であった2εyには収まってい

ることがわかる．支柱の塑性率では，新しく端支柱

となった箇所において，現橋では圧縮側で最大値に，

撤去後では引張側で最大値となったが，塑性率の値

は大差なく，いずれの支柱も εyに収まっている．以

上のことから橋軸方向に断層変位が生じる場合，耐

震補強対策としてダンパーの設置や剛性の強化より

も，アーチリブ基部に端支柱を設置しない構造にす

ることが最も効果的であると考えられる． 
図 -19は橋軸直角方向での最大・最小塑性率を示し
た．BRBモデルの場合，アーチリブにおいては現橋
に比べ塑性化部材数は減るが，要素番号1100では現
橋よりも大きな塑性率を示した．また，支柱におい

ても要素番号 8010，8090で現橋よりも塑性率が大き
くなった．いずれも εyを越えているが 2εyには収ま

った．補剛桁では全体的に塑性率が減少しており，

すべての部材で弾性域内となった．部材剛性を変更

した場合，アーチリブ及び補剛桁で塑性率の低下が

見られ，すべての部材が弾性域内となった．しかし，

この場合も端支柱 (要素番号 8000，8100)で塑性率が
現橋よりも大きくなった．端支柱モデルの場合，ア

ーチリブでは基部周辺で現橋よりも大きな塑性率と

なっており，補剛桁でも BRBモデルや増厚モデルに
比べて塑性率の減少が小さかった．しかし，支柱で

は補強前よりも大きな塑性率をとる部材はなく，全

ての支柱が弾性域内に収まった． 
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図 -18 耐震補強後の橋軸方向への最大・最小塑性率 
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以上より，アーチリブは部材剛性の変更，補剛桁は

部材剛性の変更または座屈拘束ブレースの導入によ

る効果が見られたが，支柱で弾性域に収まるのは端

支柱の撤去のみであった．以上のことから，橋軸直

角方向に最も効果的な耐震補強対策を決定できなか

った． 
 
c) 耐震補強対策の併用による検討 
 上述の結果より，橋軸方向へは端支柱の撤去が有

効的であったが，橋軸直角方向へは有効的な方法が

見出せなかったことから，ここでは耐震補強方法の

併用効果を調べた．併用パターンとして，端支柱の

撤去と座屈拘束ブレースの導入，及び端支柱の撤去

と部材断面の剛性変更である．なお，併用時の断面

剛性の変更は，アーチリブと補剛桁の交差部のみと
し，端支柱との結合部における補剛桁の断面は補強

前のままとした． 
図 -20は併用時の塑性化部材数の変化を示した．各
併用パターンでの塑性化部材数にはほとんど違いが

見られなかったが，いずれの場合も単独で対策方法

を取り入れたときよりも減少していることがわかっ

た． 
また，図 -21に示す橋軸方向の動的強制変位解析に
よる塑性率に着目すると，アーチリブ，補剛桁，支

柱の全てにおいて端支柱+BRB モデルが最大塑性率
をとっていることがわかる．しかし，端支柱+増厚モ
デルの場合の最大値とあまり大きな差はない．また，
端支柱＋増厚モデルの方ではひずみが各部材に分散
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図 -20 塑性化部材数の変化 
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しており，生じる断層変位量やアーチスパン長によ

って注意が必要だと思われる． 
次に，図 -22の橋軸直角方向に動的強制変位解析を
行った場合の塑性率を見てみると，端支柱＋増厚モ

デルの場合にアーチリブ，補剛桁，支柱の全ての主

要部材が弾性域内となった．端支柱＋BRBモデルの
場合，アーチリブ基部では BRBモデルを単独で使用
した場合と同様，補強前モデルよりも塑性率が大き

くなった．また支柱では端支柱＋増厚モデルと，端

支柱+BRB モデルの塑性率の差が大きく出ている．
これらのことから，橋軸方向及び橋軸直角方向の両
方で断層変位を考慮する場合，端支柱の設置位置を

アーチリブ基部としないうえで，アーチリブと補剛

桁の交差部の断面剛性を大きくすることが良いと考

えられる． 
 
 
５. 結 論 

 
 本研究では，中路式鋼アーチ橋に対して断層変位

を 1～3ｍ与えた動的強制変位解析を実施し，損傷特
性を把握した．解析結果を踏まえ，複数の耐震補強

方法を提案して再度解析し，耐震対策効果を主要部
材の塑性率により検討した．得られた結論は以下の

ようであった． 
(1) 中路式鋼アーチ橋が断層変位を受ける時，端支
柱の設置位置がアーチリブ基部である場合は端

支柱と補剛桁の結合部で最も大きい塑性率が発

生し，ない場合ではアーチリブと補剛桁の交差

部で最も塑性率が大きくなった． 
(2) 橋軸方向に断層変位が生じる場合に比べ，橋軸
直角方向に断層変位が生じる場合の方が部材の

塑性率が低いため，橋梁を架設する際，計画地

に断層が確認されている場合，断層との交差角

を考慮した計画・設計を行う必要があると考え
られる． 

(3) アーチリブ基部に端支柱が設置されており，橋
軸方向に断層変位が生じる場合，座屈拘束ブレ

ースや部材断面剛性の強化では効果が期待でき

ず，端支柱の設置位置の変更でのみ塑性率を軽

減する効果があることを確認した． 
(4) 橋軸直角方向に断層変位が生じる場合，座屈拘

束ブレースの設置および部材断面剛性の強化に

より，部材の塑性率を軽減することができる． 
(5) 今回行った耐震対策方法を個別に実施した場合，
対策した位置以外の部材への応力の分散が見ら

れた． 
(6) 耐震対策方法の併用では端支柱の撤去およびア
ーチリブと補剛桁の交差部に位置する部材に対

する部材断面剛性の強化を併用することが最も

効果的であった． 
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DYNAMIC BEHAVIOR AND SEISMIC RETROFITTING METHOD FOR HALF-THROUGH STEEL 

ARCH BRIDGES SUBJECTED TO FAULT DISPLACEMENT 
 

Yoshie TSUJINO and Toshitaka YAMAO 
 

  This paper presents the seismic behaviors of dynamic response analyses and seismic 
retrofitting of half-through steel arch bridges subjected to fault displacement. Both the 1999 
Taiwan Ji-Ji Earthquake wave and the fault displacement obtained from the time integral of the 
acceleration response wave were applied. The dynamic response analyses were carried out in 
transverse and longitudinal (expanding and shrinking) directions in order to investigate seismic 
behaviors of bridge models. According to the analytical results, these were found that the plastic 
members were clustered near the intersections of arch ribs and stiffened girders and at the union 
of stiffened girders and end support. Finally, some seismic strengthening method were 
investigated by the dynamic response analysis.  
 

 


